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(57)【要約】
　ヘンリー法則定数の差が大きいことを利用して、大気
と地表水、大気と沈殿物または大気と土壌など、すべて
の種類のポイントソース（ｐｏｉｎｔ－ｓｏｕｒｃｅ）
から目標ガスを取り出す方法およびシステムが開示され
ている。水の中に溶けるガスの場合、ヘンリー法則定数
はたとえばＮ２、Ｏ２のような燃焼排ガスの主要成分と
比較してＣＯ２をより多く溶解する。主な原理は、ガス
を溶かし、非溶解部分を逃がし、溶解したガスを液体か
ら取り出すことである。溶解したガスは目標ガスで濃縮
されている。前もって決められているレベルの目標ガス
濃度に到達するために、さらなるステップを用いること
ができる。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃焼排ガス混合物中に存在する目標ガスを取り出して濃縮する方法において、
　前記燃焼排ガス混合物が、前記目標ガスに対して該燃焼排ガス混合物の中の他のガスよ
りも高い溶解度を有している液体を含んでいるコンテナの中へ注入されるステップ（ｉ）
と、
　前記液体から溶解されたガスが取り出され、取り出された該ガスが新しいガス混合物と
なるステップ（ｉｉ）と、
　前記新しいガス混合物が、前記目標ガスに対して前記新しいガス混合物の中の他のガス
よりも高い溶解度を有している液体を含んでいるコンテナの中へ注入されるステップ（ｉ
ｉｉ）とを有しており、 
　前記ステップｉｉ）および前記ステップｉｉｉ）が、前記新しいガス混合物の中の前記
目標ガスの濃度が前記液体の中で前もって決められたレベルになるまで繰り返されること
を特徴とする方法。
【請求項２】
　前記目標ガスが二酸化炭素であることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　液体が減圧されるに従って、前記目標ガスが取り出されることを特徴とする請求項１に
記載の方法。
【請求項４】
　前記液体がたとえば海水、塩水、汽水などの水であることを特徴とする請求項１に記載
の方法。
【請求項５】
　前記コンテナのうちの少なくとも１つのコンテナ内の圧力が２ａｔｍを超えることを特
徴とする請求項１または請求項２に記載の方法。
【請求項６】
　少なくとも１つのコンテナが水中に沈められていることを特徴とする請求項１乃至５に
記載の方法。
【請求項７】
　前記溶解プロセスまたは前記取出しプロセスを強化するために、化学薬品の追加、超音
波機器、キャビテーションディスクおよび選択膜のうちの一つ以上が用いられることを特
徴とする請求項１乃至６のうちのいずれかに記載の方法。
【請求項８】
　前記目標ガス以外のガスが段階的に取り出されることを特徴とする請求項１乃至７のう
ちのいずれかに記載の方法。
【請求項９】
　前もって決められているレベルの目標ガスを含有している前記液体が深海堆積物へ搬送
されることを特徴とする請求項２乃至８のうちのいずれかに記載の方法。
【請求項１０】
　前記二酸化炭素が再生可能資源から取り出され、後のステップで、メタノールの如きバ
イオ燃料を生産するために用いられることを特徴とする請求項２乃至８のうちのいずれか
に記載の方法。
【請求項１１】
　開放空気内に存在する目標ガスを取り出して濃縮する方法において、
　前記開放空気が、前記目標ガスに対して前記開放空気の中の他のガスよりも高い溶解度
を有している液体を含んでいるコンテナの中へ注入されるステップ（ｉ）と、 
　前記液体から溶解されたガスが取り出され、取り出された前記ガスが新しいガス混合物
となるステップ（ｉｉ）と、
　前記新しいガス混合物が、前記目標ガスに対して前記新しいガス混合物の中の他のガス
よりも高い溶解度を有している液体を含んでいるコンテナの中へ注入されるステップ（ｉ
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ｉｉ）とを有しており、 
　前記ステップｉｉ）および前記ステップｉｉｉ）が、前記新しいガス混合物の中の前記
目標ガスの濃度が前記液体の中で前もって決められたレベルになるまで繰り返されること
を特徴とする方法。
【請求項１２】
　燃料排ガス混合物の中に存在する目標ガスを取り出して濃縮するシステムにおいて、
　前記システムが、存在する他のガスよりも前記目標ガスに対して高い溶解度を有してい
る液体を含んでいる複数のコンテナを備えており、
　前記複数のコンテナが、結果的に、ガス混合物を前記複数のコンテナ、前記燃料排ガス
混合物に供給するための手段、前記コンテナ内の前記ガス混合物を取り出すための手段、
取り出された前記目標ガスを搬送するための手段の中へ供給するように構成されているこ
とを特徴とするシステム。
【請求項１３】
　前記液体へ化学薬品が追加されること、超音波機器が使用されること、キャビテーショ
ンディスクが使用されること、および選択膜が使用されることのうちの一つ以上を含んで
いることを特徴とする請求項１２に記載のシステム。
【請求項１４】
　少なくとも１つのコンテナが水中に沈められていることを特徴とする請求項１２乃至１
３に記載のシステム。
【請求項１５】
　前記複数のコンテナが、バラストウォータタンク、貨物タンクおよび燃料タンクのうち
の１つ以上であることを特徴とする請求項１２乃至１４のうちのいずれかに記載のシステ
ム。
【請求項１６】
　前記液体が水であり、前記目標ガスが二酸化炭素であることを特徴とする請求項１２乃
至１５のうちのいずれかに記載のシステム。
【請求項１７】
　開放空気の中に存在する目標ガスを取り出して濃縮するシステムにおいて、
　前記システムが、前記開放空気の中に存在する他のガスよりも前記目標ガスに対して高
い溶解度を有している液体を含んでいる複数のコンテナを備えており、
　前記複数のコンテナが、結果的に、ガス混合物を前記複数のコンテナ、前記複数のコン
テナ内の前記ガス混合物を取り出すための手段、取り出された前記目標ガスを搬送するた
めの手段の中へ供給するように構成されていることを特徴とするシステム。
【請求項１８】
　前記二酸化炭素が再生可能資源から取り出され、後のステップで、メタノールの如きバ
イオ燃料を生産するために用いられることを特徴とする請求項１２乃至１７のうちのいず
れかに記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はガスを取り出す技術分野に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ＣＯ２の有効な回収および隔離は人災である地球温暖化を抑制するための次世代の主た
る課題である。水素は、将来社会の主たるエネルギー源／エネルギーの運び手として広く
議論されている。ノーベル賞受賞者であるジョージ・オラー（Ｇｅｏｒｇｅ　Ｏｌａｈ）
は、「石油およびガスが無くなった時：メタノールの経済性（ウィリー（Ｗｉｌｅｙ）、
２００６年）」という論文においてメタノールを優れた（安全性、貯蔵性）再生可能エネ
ルギーの運び手として使用することを提案している。カーボンニュートラルなメタノール
の経済性の前提条件は、メタノールの生産に用いられるＣＯ２が空気またはバイオマスか
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ら取り出されるということである。ただし、移行期では、メタノールの生産に用いられる
水素およびエネルギーが化石燃料に由来するものであってもよく、そのプロセスで生産さ
れるＣＯ２が隔離されるということが必要となる条件である。
【０００３】
　燃焼排ガスからのＣＯ２を取り出すためのプロセスがいくつか開発されているかまたは
開発中である。最も有望な方法は、吸収または化学反応によりＣＯ２を取り除くために、
アルカノールアミン、冷却されたアンモニアまたはさまざまな水酸化物溶液のさまざまな
水溶液を用いる方法である。吸収物質からＣＯ２を取り出し貯蔵するためには、非常に多
くの量のエネルギーを必要とし、ＣＯ２回収プロセスを費用のかかるものとしている。
【０００４】
　ＣＯ２をヘンリーの法則に従って液体の中に物理的に吸収することができることは周知
のことである。サイモン・シャクリー（Ｓｉｍｏｎ　Ｓｈａｃｋｌｅｙ）およびクレア・
ゴフ（Ｃｌａｉｒ　Ｇｏｕｇｈ）によって編集された「カーボンの回収およびその貯蔵：
総合評価」（アッシュゲート（Ａｓｇａｔｅ）、２００６年）では、この参考図書の図３
および図４を参照しながらヘンリーの法則の利用が議論されているものの、この方法は、
低濃度では費用がかかりすぎるために棄却されている。高濃度では、水ではないなんらか
の溶媒を用いることが示唆されている。
【０００５】
　高圧条件下での水の使用は、アンモニア生産工場での合成ガスの生産の処理で行われて
いる（コール・エー（Ｋｏｈｌ　Ａ）およびニールセン・アール（Ｎｉｅｌｓｅｎ　Ｒ．
）；ガス精製、第５版、ガルフ（Ｇｕｌｆ）出版社、ヒューストン、１９９７年）。
【０００６】
　吸収物質として水を用いることによる明白な利点が存在する。水は、安く、無毒であり
、精製されたガストリームに対して化合物を新しく加えたりしない。これらのプロセス中
において用いられる低温に起因して腐食が生じることはほとんどない。欠点といえば、達
成可能な吸収量が比較的少ないため、他の吸収物質（たとえば、アルカノールアミン）と
比較して、吸収物質が大量に必要となることである。工業除去（スクラビング）プロセス
では、通常、ガスは、非常に薄い吸収フィルムの大表面上で処理される。水と比較すると
、他の吸収物質は、表面張力に対する抵抗が通常低くなっている。Ｎ２またはＯ２のよう
な他のガスが水に一緒に吸収されてしまうことは、産業除去技術におけるさらなる欠点で
ある。大量にある排気物中の低濃度ＣＯ２の精製を目的とするスクラブ塔を用いた従来の
ガス精製では、吸収物質として水は一番目の選択肢にはなっていない。 
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００６－２４７４８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｃｏ２ｃａｐｔｕｒｅｐｒｏｊｅｃｔ．ｏｒｇにあるラーズ・
インゴルフ・エイド＆アル（Ｌａｒｓ　Ｉｎｇｏｌｆ　Ｅｉｄｅ＆ａｌ）による報告書「
ＣＯ２回収プロジェクト：フェーズ２：２００８年中期のステータス」には、従来技術が
要約されている。
【０００９】
　このプロジェクトでは以下の技術が検討されている：
●燃焼時流動接触分解装置（Ｏｘｙ－ｆｉｒｉｎｇ　Ｆｌｕｉｄｉｚｅｄ　Ｃａｔａｌｙ
ｔｉｃ　Ｃｒａｃｋｅｒ）
●ケミカルループ燃焼（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｌｏｏｐｉｎｇ　Ｃｏｍｂｕｓｔｉｏｎ）
●水素膜リフォーマ（Ｈｙｄｒｏｇｅｎ　Ｍｅｍｂｒａｎｅ　Ｒｅｆｏｒｍｅｒ）
●膜水性ガスシフト（Ｍｅｍｂｒａｎｅ　Ｗａｔｅｒ　Ｇａｓ　Ｒｅｆｏｒｍｅｒ）
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●吸収・強化水性ガスシフト（Ｓｏｒｐｔｉｏｎ　Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｗａｔｅｒ　Ｇａ
ｓ　Ｓｈｉｆｔ）
●ケミカルループリフォーム（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｌｏｏｐｉｎｇ　Ｒｅｆｏｒｍｉｎｇ
）
●単一ステップ炭素除去（Ｏｎｅ　Ｓｔｅｐ　Ｄｅｃａｒｂｏｎｉｓａｔｉｏｎ）
●ＨｙＧｅｎＳｙｓ（スチーム、メタンリフォーマおよびガスタービン）
　これらのすべての技術における炭素回収では、収率およびエネルギー消費の点からコス
トが高く、場合によっては、アミンの如き環境対して問題となりうる化学薬品が用いられ
る場合もあり、また、複雑な工業プロセスが含まれている。
【００１０】
　したがって、ガスの回収、とくにＣＯ２の回収のための簡単でかつコスト効率の良好な
方法およびシステムが必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、燃焼排ガス混合物または空気中に存在する目標ガスを取り出して濃縮するた
めの方法およびシステムに関するものである。
【００１２】
　燃焼排ガス混合物は、目標ガスに対して当該燃焼排ガス混合物の中の他のガスよりも高
い溶解度を有している液体の中へ注入され、溶解されているガスが、液体から放出され、
放出されたガスが新しいガス混合物となる。この新しいガス混合物が、目標ガスに対して
当該新しいガス混合物の中の他のガスよりも高い溶解度を有している液体を含んでいるコ
ンテナの中へ注入され、次いで、これらのステップが、新しいガス混合物中の目標ガスの
濃度が液体の中で前もって決められたレベルになるまで繰り返される。
【００１３】
　このようにして、燃焼排ガスを大量の水の中に吹き込むことによって、発電所からたと
えばＣＯ２を効率的に回収することが可能となる。
【００１４】
　燃焼排ガスの組成はＮ２、Ｏ２およびＣＯ２を含んでおり、また、これらのガスは非常
に異なる溶解度を水に対して持っている。
【００１５】
　正常な大気条件および２５℃の下では、周辺空気は、約７９％のＮ２と、２１％のＯ２

と、０．０３８％のＣＯ２とを含んでいる。このような大気に接して平衡状態にある１ｍ
３水は、約１５リットルの溶解ガスを含んでおり、その組成は、７３％のＮ２、２５％の
Ｏ２、１．７％のＣＯ２である。これらの溶解ガスは、たとえば圧力を下げることにより
取り出されて「新しいガス混合物」となり、この混合物が第二のステップで水と接触させ
られる。この第二のステップでは、１ｍ３の水は２７リットルのガスを含んでおり、その
組成は、３６．６％のＮ２、１６％のＯ２、４７．３％のＣＯ２である。 第三のステッ
プでは、５リットルのＮ２および約３リットルのＯ２と比べて、３６０リットルものＣＯ

２が溶解していることになる。
【００１６】
　４％のＣＯ２を含んでいる燃焼排ガスに効果的に晒されている１ｍ３の水は、平衡状態
では４５リットルの溶解ガスを含んでいる。第一のステップでの最大ＣＯ２濃度は、１５
倍である６６％のＣＯ２となる。
【００１７】
　気体の溶解度は水温を下げるに従って高くなる。４℃では、水に対するＣＯ２の溶解度
は２５℃に比べて２倍となる。ヘンリーの法則は、数バール（ｂａｒ）の気圧までほとん
どのガスに対して有効である。したがって、圧力を１バールの上げると、水に溶解するガ
スの量は２倍となる。
【００１８】
　このプロセスの主たる原理は以下のとおりである：
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●たとえばキャビテーションにより形成される泡ストリームまたは小さな泡か、ガスと水
との接触を効率的なものとし、ガス吸収、乱流デバイスなどの速度および効率を向上させ
る。用途によっては、それに加えて、スプレー吸収または大きな濡れ表面がさらに適用さ
れる場合もある。
●溶解していないガスの放出。このガス混合物は後のステップで利用することができる。
●たとえば分圧を下げること、準大気圧を利用すること、超音波を利用すること、ラシヒ
リング、ナノ表面もしくはナノ粒子のような広い表面を用いることにより水から溶解ガス
を取り出す。分圧を下げることによるガス抜きスピードは、さまざまな割合（速度）をと
る。空気に晒されている水の場合、Ｎ２のガス抜きはＯ２よりも速いし、Ｏ２のガス抜き
はＣＯ２よりも速いものとなる。目標ガスの濃度をさらに濃縮するために、このプロセス
を用いることができる。 
【００１９】
　ある濃度に到達するまで、このプロセスを連続したステップとして繰り返すことができ
る。この回収プロセスは、圧力差を利用したものであり、また、超音波、膜、圧力交換器
または添加剤のような通常の工業プロセスも利用するようにしてもよい。
【００２０】
　本発明の利点のうちのいくつかは次のものである：
●低価格コンテナ内で水が大量に用いられる。これは、非常に高い精製収率（９０％を超
える）を目標としたものではない。
●通常の工業除去（スクラビング）プロセスで問題となる溶解熱は、ある量のガスが大量
の吸収剤に溶かされるような場合には対処がより簡単である。
●このプロセスでは、さまざまな要件に応じた調製のためのスケールアップまたはスケー
ルダウンを容易に行うことができる。少量廃棄物に適した小規模な装置をプレハブ様式で
生産したものを、モジュール方式で結合させて大規模な装置にすることができる。
●複数のバイオマス燃焼プロセスから取り出されたＣＯ２については、取り出されたＣＯ

２の各量は、その個々のプロセスの効率とは関係なく、気象変動の軽減に対して積極的に
貢献するものである。
●ＣＯ２は、空気または水（海洋、地表水）から直接に、または、大きなポイントソース
（ｐｏｉｎｔ－ｓｏｕｒｃｅｓ）、化石燃料エネルギー設備もしくはバイオマスエネルギ
ー設備、主要ＣＯ２排出産業の如き工業プロセスからの燃焼排ガスから取り出すことがで
きる。主要ＣＯ２排出産業には、たとえばセメント工場、精製所、天然ガス処理所、合成
燃料プラント、化石燃料を用いたエネルギー生産所、水素生産工場が含まれる。また、Ｃ
Ｏ２は、船舶またはトラックの如き大型移動搬送手段からも取り出すことができる。埋立
て地、堆肥化プロセスもしくは発酵プロセスにおいて発生したＣＯ２は、気相からまたは
流出水から取り出すことができる。また、ＣＯ２は、駐車用ガレージもしくは構想ビルの
如き建物または道路のトンネルの換気システムから取り出すことができる。
●本発明について説明するためにＣＯ２が用いられたが、当業者にとって明らかなように
、本発明は、空気または燃焼排ガスの如きガス混合物中の他のガス（たとえば、ＳＯ２、
Ｎ２ＯおよびＮＯ２）に対して、液体（水）中でＣＯ２と同等のヘンリー法則定数を有す
るすべてのガスに用いることができる。
●本発明ほとんどの実施形態において、液体とは水のことであった。しかしながら、既知
のスクラビング用の液体、および、添加物を含有した海水の如き水を含む他の液体を用い
ることもできる。また、この液体は、スプレーの形態を有していてもよいし、または、エ
アロゾルの形態を有していてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明にかかるプロセスを示す概略図である。
【図２】燃焼排ガスがマニホルドまたはキャビティディスクを経由してチャンバ１の中へ
吹き込まれ、チャンバを通って上昇し、タンクのトップから取り出されるようになってい
るシリンダソリューションを示す図である。
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【図３】水の中に沈められたループソリューションを示す図である。
【図４】燃焼排ガスがチャンバの底部の中に圧送されることを示す図である。
【図５】ポンプが液体をループ内で循環させ、液体が膜に晒され、この膜が水を通さない
でガスを通過させることを示す図である。
【図６ａ】本発明にかかるシステムが水平に配置された複数のループチャンバであること
を示す図である。チャンバの容積は同一のスケールで示されていない。
【図６ｂ】本発明にかかるシステムが水平に配置された複数のループチャンバであること
を示す図である。チャンバの容積は同一のスケールで示されていない。
【図７】図１～図５に記載のさまざまなソリューションをアレイ状に配列させて相互に作
用させることができることを示す図である。
【図８】ＣＯ２が部分的に取り除かれた燃焼排ガスの再注入を示す図である。
【図９】上昇する空気泡の速度が下方に向けて流れるストリームによって部分的に相殺さ
れるシステムを示す図である。
【図１０】温度に代えて圧力のみを用いて行なわれる、温度蒸留のように段階的に液体中
のさまざまなガスを分離するために用いられる段階的回収を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　ヘンリーの法則は、一定の温度ではＰ＝ｋＨ×ｃと書くことができる。この式で、ｐが
溶質の分圧であり、ｃが溶質の濃度であり、ｋＨが、圧力を濃度で割った次元を有する定
数である。ヘンリーの法則定数として知られている定数は溶質、溶媒および温度に依存す
る。２９８ケルビン（２５℃）で水に溶かされたガスに対するｋＨの値（Ｌ．ａｔｍ／ｍ
ｏｌの単位）は次のとおりである。
Ｏ２：７７０ 
ＣＯ２：２９ 
Ｈ２：１２８０ 
Ｎ２：１６４０ 
ＮＯ２：２５～８０
Ｎ２Ｏ：４１
ＣＨ４：７７０
ＳＯ２：０．８
Ｈ２Ｓ：１０
　理想気体の混合物では、ドルトンの分圧の法則が適用される。この法則は、「ガス状混
合物によって生じる全圧はそのガス混合物中の個々の成分の分圧の合計と等しい」と述べ
ている。これは、空気または燃焼排ガスに適用することができる。
【００２３】
　液体として水を用いた場合、ヘンリーの法則によれば次のことがいえる。「一定の温度
では、あるタイプおよび容積の液体に溶かされたあるガスの量はその液体と平衡にあるそ
のガスの分圧に正比例する。」
　ＣＯ２のヘンリーの法則定数は、空気または燃焼排ガスの中のその他のガスのものより
も一桁小さいので、他のガスよりも比較的多くのＣＯ２が水に溶け、これによって気相か
らＣＯ２を激減させることとなる。
【００２４】
　厳密にいえば、溶媒が溶解ガスと化学的に反応しない溶液にしかヘンリーの法則を適用
することができないにもかかわらず、ほとんどのＣＯ２が溶解分子のままであり、１００
０の数のＣＯ２分子のうちの１つの分子しか炭酸に変換されないため、ヘンリーの法則を
適用することができる。触媒のない状態では、平衡に到達する速度はかなりゆっくりとし
たものである。正反応（ＣＯ２＋Ｈ２Ｏ→Ｈ２ＣＯ３）の速度定数は０，０３９ｓ－１で
あり、逆反応（Ｈ２ＣＯ３→ＣＯ２＋Ｈ２Ｏ）の速度定数は２３ｓ－１である。
【００２５】
　目標ガスが取り出されるガス混合物は、燃焼排ガスであってもよいし、空気であっても
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よいし、地表水（海洋、湖、川）からまたは土壌、埋め立て地、堆肥化工程／発酵工程の
ような地表面からの脱ガスであってもよい。
【００２６】
　ガス発電所からの燃焼排ガスは、主としてＮ２、Ｏ２、水蒸気、および４％以内のＣＯ

２から構成されている。水の中に導入されると、ある時間の後、ガスと液体とが平衡状態
になる。ガス混合物中のガスの相対濃度は、それらが水に溶けると変わり、低温では、よ
り多くのガスを溶かすことができる。圧力が２倍になると、溶かすことができるガスの量
も２倍となる。
【００２７】
　周囲の空気中でのＣＯ２の混合比は、０．０４％である。周囲の空気に晒されている水
に溶かされたＣＯ２の混合比は、ヘンリーの法則により１．７％である。ＣＯ２の混合比
が４％である燃焼排ガスの場合には、上記に対応するＣＯ２の混合比は６６％である。 
【００２８】
　ガスが溶けるための必要条件は、ガス混合物と水との間の接触時間が十分に長いこと、
または接触面が十分に広いことである。接触面を増やす現実的な解決策は泡のストリーム
としてガスを溶かすことである。流体の動粘性率により、一般的に小さな泡は大きな泡よ
りもゆっくりと上昇する。泡のサイズは、上昇時にガスが取り入れられるに従って変わる
。
【００２９】
　半径が０．５ｍｍ未満の泡の場合、速度は次の式によって推定される：
Ｖ＝１／３ ｒ２ｇ／ｎ
この式では、ｒは泡の半径であり、ｇは重力加速度であり、ｎは流体の動粘性率である。
水の場合、０．０１１　ｃｍ２／ｓである。 
【００３０】
　大きな泡の場合、ガスと流体との間の境界層内での相互作用のため、式は次のとおりで
ある：
ｖ＝１／９ ｒ２ｇ／ｎ
半径が０．５ｃｍ以上の泡の場合、泡は平坦になり、粘性はあまり重要ではなくなり、式
は次のとおりとなる：
ｖ＝２／３ ｓｑｒｔ（ｇ／Ｒ）
ここでＲは、泡の球体の頂部の曲率半径である。このような大きな泡の場合、比較的小さ
な泡がより速く上昇することとなる。
【００３１】
　次いで、取り入れられるスの量は、泡のサイズ、およびそれらの泡が流体と接触してい
た時間により求められる。次いで、泡の理想的なサイズを推定するために上述の式が用い
られてもよい。  
【００３２】
　吸収チャンバの頂部に到達する空気および燃焼排ガスは、外気中に逃がされてもよいし
、海中に逃がされてもよいし、燃焼プロセスに戻されてもよいし、または取り出しプロセ
スの次のステージに送られてもよい。
【００３３】
　具体的にいえば、ＣＯ２は、ガスとして、またはガスを含んでいる水として搬送するこ
とができる。次いで、この水は、貯蔵されてもよいし、または工業プロセスで用いられて
もよい（深海堆積物、油井、または鉱物炭化プロセスへ圧送される）。
【００３４】
　溶解プロセスまたは取り除きプロセスを強化するために、液体の表面張力を変える化学
添加物が用いられてもよいし、または、超音波機器もしくは選択膜が用いられてもよい。
【００３５】
　海中では、表面または陸上よりも当然圧力が高く、温度も低いので、海中コンテナが用
いられてもよい。また、圧力差を生じさせるのも簡単である。また、コンテナの内外の圧
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力が同程度なので構造物はそれによる恩恵をこうむりうる。たとえば、コンテナを膜から
形成し、ループ内に水を循環させ、ＣＯ２を回収および排出するようにすることできる。
【００３６】
　コンテナの構築に加えて、フィヨルド、湖、川、谷または天然の洞窟の如き天然の形成
物または水塊も存在していると考えられる。これらに水ループを設置してもよいしまたは
水塊それ自体を第一の混合チャンバとして用いてもよい。次いで、減圧チャンバの中へと
回収されるようにしてもよい。
【００３７】
　ガス抜きは、単に分圧を下げることにより開始することができる。また、液体からガス
を取り出すための方法は他にもあり、たとえば、構造または化学組成よる適切な表面を備
えた粒子で撹拌またはシーディング（ｓｅｅｄｉｎｇ）することが挙げられる。ベンチュ
リまたはキャビテーションチャンバを用いることもできる。これらの方法は、ＣＯ２回収
のための他の方法と比較して、エネルギーをほとんど用いない。
【００３８】
　典型的なガス発電所（４００ＭＷ）では、１年間で１００万トンのＣＯ２が放出される
だろう。排気物の量は、約４３０ｍ３／ｓであり、４％のＣＯ２を含んでいる。ＣＯ２を
回収するための水の量は、２９８Ｋで、大気圧下で、約５００ｍ３／ｓになる。これは、
大きな水力発電タービンの水流量と同等である。しかしながら、温度を下げかつ圧力を上
げることにより、この５００ｍ３／ｓという量を著しく削減することができる。
【００３９】
　溶解度の高いガスは、溶かすのは簡単だが、回収するのは難しい。また、その逆も正し
い。ヘンリーの法則定数の差が大きいガスの溶解プロセス中およびそれらのガスの回収プ
ロセス中、目標ガスに有利に働くように、非平衡状態を用いるようにしてもよい。
【００４０】
　図１は本発明にかかるプロセスを示す概略図である。このプロセスでは、燃焼排ガスが
溶解チャンバの中に導入され、溶解しなかったガスが大気中へ放出されるようになってい
る。ＣＯ２が濃縮されているガスは、貯蔵部へ送られてもよいし、またはさらなる処理工
程に送られてもよい。このガスストリームは、空気中に換気されてもよいし、燃焼プロセ
スのために空気流入口に送られてもよいし、または新しい濃縮ユニットの中に送られても
よい。
【００４１】
　図２には、シリンダソリューションを備えた実施形態が示されている。この実施形態で
は、燃焼排ガスがチャンバを通って、マニホルドまたはキャビティディスクを経由してチ
ャンバ１の中に吹き込まれ、チャンバ内を上昇し、タンクの頂部から取り出される。この
キャビティディスクは、特許出願第ＥＰ２１２５１７４Ａ１号に記載され超音波システム
有限会社（Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　ＧｍｂＨ）により販売されているも
のに類似しているものであってもよいし、またはＳＵ１２４０４３９Ａ１からのものに類
似しているものであってもよい。液体はノズルを通して取り出されるようになっている。
駆動圧は、ポンプが水をチャンバ２からチャンバ１の中へ圧送してチャンバ２内に低圧を
生じさせることにより形成されるようになっている。この低圧は、チャンバ２の中に水を
圧送するノズル内の絞りに起因するものである。ＣＯ２が濃縮された回収ガスは圧送され
て貯蔵される。ＣＯ２の含有量が仕様に合っていない場合には、ガスは、さらに濃度を増
大させる同様のステップを繰り返すことができる。この構造物は、水に沈めるようにして
もよいし、または、陸上に構築してもよい。
【００４２】
　図３には、ループソリューションが水の中に沈められた他の実施形態が示されている。
液体がループ中を流れており、燃焼排ガスが約２０～３０ｍの深さで液体の中へ吹き込ま
れる。ループは、当該ループ内のわずかに過剰な圧力によって当該ループが膨張するよう
に可撓性のある材料から製造されていることが必要である。この液体は循環するようにな
してある。ループはディゾーバ（ｄｅｓｏｒｂｅｒ）を有している。このディゾーバでは
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、圧力が低く、かつガスを放出して貯蔵するためまたはさらなる処理を行うために圧送す
ることができる表面近くまで水を上昇させることにより圧力を下げるようになしてある。
【００４３】
　図４には、変動圧力を用いることが示されている。燃焼排ガスはチャンバの底部に圧送
されている。吸収されなかったガスは、さらなる吸収のために次のステップに移動されて
もよいしまたは空気中に放出されてもよい。液体がガス飽和点に達すると、燃焼排ガスが
止められ、ポンプを用いてチャンバ内の圧力が下げられ、溶解ガスが放出される。このガ
スは、貯蔵するために圧送されてもよいし、または、濃度をさらに上げるための同様のス
テップを繰り返えされるようにしてもよい。次いで、このプロセスが繰り返される。
【００４４】
　図５には、本発明にかかるプロセスが図１に記載のプロセスに類似している他の実施形
態が示されている。違いは、液体を低圧力ゾーンの中に導入することに代えて、ポンプが
液体をループの中で循環させ、ガスは通過させるが水は通過させないという膜に液体を晒
すようになしてあることである。気相が低圧側となっている。低圧はポンプによって維持
されている。
【００４５】
　図６ａには、一連のチャンバを備えているシステムが示されており、このシステムでは
、１つのチャンバが、図６ｂに記載されているように、より低い濃度のチャンバに鉛直方
向に沿って接続されている。図６ａの断面図に示されているように、チューブは半分が液
体で満たされ、半分が燃焼排ガスで満たされている。燃焼排ガスは水と混じり合っている
。水は、部分的にガス透過性の膜で覆われている。液体はループを回って流れる。膜の上
は、低圧に維持されている。燃焼排ガスはより低いステージに吹き込まれるようになして
ある。ＣＯ２はさらなる処理工程に圧送され、ＣＯ２含量が低くなっているガスは空気中
へ放出される。相互に積み重ねられたチャンバの数は、ＣＯ２の目標濃度に応じて決めら
れる．ステージ２およびステージ３のチャンバのサイズは、目標ガスの溶解度が高く、得
られる濃度比が大きいため、約１０～５０倍程度小さくなる。（図面では、チャンバの容
積は同一スケールでは示されていないことに留意されたい）
　図７では、相互に作用し合って大量のガスを処理しかつ必要な濃縮を達成するために、
図１～図６に記載のさまざまなソリューションをどのようにアレイ状に配設することがで
きるかが示されている。
【００４６】
　図８では、石炭発電所からの燃焼排ガスが殆どまたは全くＮ２を含んでいないことが示
されている。ＣＯ２の混合比は１６％にもなることがある。酸素で石炭を燃やす発電所で
は、含有酸素をできる限り活用するために複数回排気をリサイクルすることが多い。リサ
イクルとリサイクルとの間で燃焼排ガスを処理すると、プラントの効果を増強することが
できる。というのは、処理チャンバからの排気物はＣＯ２の値を下げ、Ｏ２レベルを上げ
るからである。
【００４７】
　好ましい実施形態では、本発明にかかるシステムは、天然の水塊の中に沈められるかま
たは陸上の貯水池に沈められ、多段プロセスを形成すために接続されている複数のコンテ
ナからなっている。これらのコンテナには、通常４３０ｍ３／ｓの燃焼排ガスを含んでい
るパイプラインからの燃焼排ガスが供給されている。 
【００４８】
　他の実施形態では、本発明にかかるシステムは、空気中からＣＯ２を取り入れるように
なっている。初期ステージでは、寸法が大きくよりコストがかかるので、ＣＯ２の取り込
みは非効率であるものの、後のステージでは、取り込みを向上するということが可能でと
なる。
【００４９】
　空気から取り込む場合、このプロセスからのいかなる排気物も問題とはならない。
【００５０】
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　図９には、所望の溶解速度およびチャンバサイズを最適化するために、上昇する空気泡
の速度が下方に向かうストリームによって部分的に相殺（ｃｏｕｎｔｅｒ　ｂａｌａｎｃ
ｅｄ）されるようになしてあるシステムが示されている。これは、空気中に直接の回収排
気ガスを放出する単段式システムである。このデバイスは、先に記載の他のシステムから
搬送される前の段階で既に濃縮されているガス混合物（たとえば、１０％を超えるＣＯ２

濃度）の最終濃縮用の最終ステップとして働きうる。水は、エネルギー消費量が低い循環
ポンプによって搬送される。
【００５１】
　図１０には多段式回収法が示されている。ガスの溶解度の差のために、異なるガスは異
なる圧力で泡を発生するので、これらのガスは、温度蒸留の場合とは異なり圧力降下の差
を利用して取り出される。
【００５２】
　他の実施形態では、本発明にかかるシステムは、海水に既に溶けているＣＯ２を取り出
すようになしてある。この実施形態は、波力を使用して液圧により駆動されるシステムを
含みうる。２つのピストンを有しているコンテナが、水で満たされ、水面の真下に沈めら
れている。波力は最上部のピストンを駆動するために用いられ、第二のピストンは、深い
ところ、たとえば３０ｍのところにある、ＣＯ２濃度が約１．５ｇ／ｍ３である水を汲み
上げる。次いで、この水は表面とこの深い位置との間を循環する。年間１５０万の波があ
って、波高が１ｍである場合、これは、ポンプ容積の単位ｍ３当たり２トン以上のＣＯ２

に相当する（ノルウェー海の平均は３ｍである）。ガスは、主として圧力差により取出し
が行われ、プロセスの次のステージへと圧送することができる。深いところからの冷水が
水面で放出され、その後、ＣＯ２が豊富な地表水が再び底まで運ばれる。取出しが行われ
た空気は、周辺空気のＯ２含有量よりも約２倍だけ高いＯ２含有量を有している。この空
気がガス発電所によって用いられると、燃焼プロセスはより効率的なものとなる。燃焼排
ガスの組成の点から利点が他にもいくつかある。
【００５３】
　他の実施形態では、本発明にかかるシステムは、パイプラインによって搬送された発電
所からの排気ガスを沖合の場所に供給するようになしてある。 波により動力が供給され
る液圧式システムは、排気物を圧縮して、その排気物を図９に記載のようなシステムの中
へ供給する。また、波により動力が供給される液圧式システムは、逆ストリームの水をガ
スインジェクションへ圧送する。再生可能エネルギーである波を用いた空気ポンプの一例
として、空気を圧縮するために波動エネルギーを用いたものがＵＳ７３９１１２７に開示
されている。しかしながら、このようなポンプは、再生可能エネルギーを作るように設計
されているものの、排気物からのＣＯ２を取り出すようには設計されていない。
【００５４】
　他の実施形態では、フィヨルドの入口が用いられている。フィヨルドは、天然の貯槽で
あり、入口を横切った圧力の差を用いることができる。
【００５５】
　燃焼排ガスが、水力電気発電所で用いられている高高度にある貯槽または湖へ圧送され
てもよい。次いで、取り出されたガスを含んでいる水が、液圧式タービンに繋がるパイプ
ラインの中に供給される。液圧式タービンでは、水がタービンに当たる動作によりＣＯ２

が放出される。タービンは、システムの頂部に配設されてもよいので、この場合、ガスは
、パイプラインから泡として放出される。１つ以上の中間貯槽が配設され、複数のステー
ジが形成されている。 
【００５６】
　海上を航行する船舶にとってとくに役に立つ２つの実施形態では、約１３％のＣＯ２を
含んでいる燃焼排ガスは、以下のうち１つ以上を用いて、本発明にかかるシステムの中に
供給される。
１．バラスト用ウォータタンク。これは、燃焼排ガスからのＣＯ２の取出しを微生物およ
び藻類の削減または死滅と組み合わせる。
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２．今日の窒素系のシステムに代えて、取り出したＣＯ２を炭化水素上のカーペットとし
て用いることで、貨物および燃料タンクを取り出したＣＯ２の貯蔵目的で用いることがで
きる。
【００５７】
　同一のシステムで、さらにＮＯＸおよび粒状物質を取り出すことができる。搭載される
システムは、燃料電池向けのメタノールの生産、または水産業でもしくは他の冷却目的の
ために用いられうるドライアイス（冷凍ＣＯ２）の生産も含むことができる。
【００５８】
　他の実施形態では、排気物または燃焼排ガスは、数センチメートルの厚さを有する水層
を備えたチャンバの中へ供給されるようになしてある。水層は膜上の位置に設けられてお
り、この膜は、テフロン（登録商標）から形成されてもよいし、またはＣＯ２を選択的に
透過させる特殊な膜から形成されてもよい。圧力は膜の水側でより高くなっており、水の
中に取り込まれているＣＯ２は、膜を透過し、膜の下方にある第二のチャンバ内に放出さ
れる。この原理は、水力発電所の貯槽からのパイプ内で用いることができるし、川、潮流
に配設される構造物内で用いることができるし、圧力を変更するために波を利用するため
に用いることができる。このような構造物は、バイオマスの生産、たとえば、成長周期に
おいてＣＯ２を利用するたとえば藻類または植物と組み合わせることができる。
【００５９】
　他の実施形態では、本発明にかかるシステムでは、ガスインジェクションのためのベン
チュリを備えた１つ以上のパイプが用いられ、また、酸素および窒素が放出または取り除
かれる１つ以上の大きなキャビティが用いられている。ここでの原理は、高圧下でＣＯ２

を注入して、低圧力下でその他のガスを取り除くことである。
【００６０】
　他の実施形態では、本発明にかかるプロセスに、燃焼排ガスへ噴霧（スプレー）される
エアロゾルの形態をとる液体を用いることが加えられている。滴の形成は、ナノ粒子状物
質を用いて制御することができるので、滴のコア部分は前もって決められた形状のナノ粒
子である。エアロゾルは、開放空気中でまたはチムニー内で用いることができる。チムニ
ーの底部では、その圧力は、同一の高度における外部空気よりも低いので、ここでの第一
のステップは１ａｔｍよりも低い圧力で実行される。
【００６１】
　これらの実施形態は、取出しプロセスの１つ以上のステージにおいて、用いることもで
きるし、また、組み合わることもできる。
【００６２】
　本発明を用いるモジュールが小スケールで具象化されており、有用なデータが得られて
いる。リグ（ｒｉｇ）は、直径が約１０ｃｍであり、高さが１０ｍである鉛直方向に長い
チューブである。リグは７５リットルの水を含んでいる。リグは、水で満たされ、底部ま
たは頂部を開け、圧力を発生させることまたは圧力を維持することができる。ガスを注入
するための流入口がチューブの底にある。これは、実験室用のシリンジの８０個のニード
ルチップを備えているデバイスである。これらのシリンジに、異なる濃度のＣＯ２を含ん
だ異なるタイプのガスが供給されている。注入されたガスはチューブを上昇する。上昇中
、泡が、圧力差および他の泡との衝突することによりその直径を増大する。泡のサイズは
上昇速度を決定する。ガスは、泡の表面を通って水の中に吸収される。リグに充填されて
いる水の中の泡の上昇時間は、３０～４０ｓの間である。泡が頂部に到達すると、ガスは
、リサイクルされてもよいし、または、大気中に放出されてもよい。ガスが水に十分な時
間晒されると、リグの吸収ステージが終了する。 
【００６３】
　モジュールから、ガスが容易に吸収されること、１分未満晒されるとＣＯ２濃度が著し
く低くなることが分かっている。しかしながら、ＣＯ２ガスを水から取り出すのは難しい
。このことは、主として、リグが完全に閉じた状態ではなく、また、圧力スイングを実行
することができないという事実によるものである。
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【００６４】
　ガス抜き速度を向上させるための方法がいくつか実施されている。超音波装置の使用に
より、水の中に溶解されるガスの理論的な量を定量的に殆ど取り出すことができているこ
とが分かった。初期段階で４％であったものが３０％を超える値までＣＯ２を濃縮するこ
とが証明されたことになる（３０％は測定に用いられたドレーガ管でのＣＯ２測定の上限
値である）。
【００６５】
　ガスの溶解速度は、計算によると、注入面積１ｍ２当たり、毎秒約１５リットルのであ
る。この値は、（キャビティディスク注入を使用して）何倍もの数字にまで向上させるこ
とができるが、この数が、ガス発電所からの４２００００リットル／ｓの排気物までスケ
ールアップされたとしても、約６つのフットボール場の面積を超える注入面積を必要とし
ないだろう。これは、発電所の排気管に近いスペースについて現代のアミンスクラバー技
術が必要とする面積に匹敵するものである。３０秒という反応時間は非常に大きな泡サイ
ズ（４ｍｍ）についてのものである。４％のＣＯ２を含んでいるガスは、約１分の接触時
間の後には１％よりもはるかに小さくなった。短い接触時間は、吸収物質として用いなけ
ればならない水の総量に正比例するので、チャンバのサイズに正比例することになる。
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